
基本構想に掲げた目指す都市像を 実現する ためには、 市民の安定し た暮ら し を 支える 基本

的な政策や、 まち や産業の拠点化を 目指し た政策、 市民一人一人が笑顔で心豊かな生活を 送

れる ための政策など、 あら ゆる 政策分野を 相互につなぎながら 、 官民が一体と なっ て取り 組

んでいく 必要があり ます。

健全な行財政運営は、 様々な政策を 継続し て展開し ていく ための活動の土台と なるも ので、

建物で例える と 柱や壁、 屋根など を 全て支える 基礎の部分にあたり ます。 将来にわたっ て安

定し た「 持続可能な行財政運営」 の確立は、 新潟市が目指す都市像の実現に向け、 必要不可

欠な要素です。

持続可能な 行財政運営

1 　 市民から 信頼さ れる持続可能な行政運営 ………………………………… 2 0 5

2 　 市政の基礎と なる持続可能な財政運営 …………………………………… 2 1 1

3 　 多様な主体と の連携・ 協働による新し い価値の創造 …………………… 2 1 7
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市民から 信頼さ れる持続可能な行政運営
1

行政運営

人々の価値観や社会環境の変化を 的確に把握し 、 前例にと ら われず、 時代に即し たも のと なる

よ う 、 業務のあり 方を 継続し て見直し ていき ます。 また、 市の業務にデジタ ル技術や民間の力な

どを 活用し 、 スマート な行政運営を 目指し ます。

よ り 良い市民サービ スの提供に向け、 民間事業者など多様な主体と 信頼関係を 構築し 、 互いの

強みや弱み・ 立場を 理解し 、 連携・ 協働を 推し 進めます。 また、「 根拠に基づいた政策立案」 と 、

それに基づく 経営資源の適正配分、 時代に即し た職員の育成、 多様な働き 方の推進によ り 、 開か

れた市政のも と で市民から 信頼さ れる「 持続可能な行政運営」 を 推進し ます。

基本的方向

新潟市の現状 / 将来を 見据え た課題

信頼さ れる 市政へ向けて 行政経営品質の向上

○新潟市では、 平成1 9 （ 2 0 0 7 ） 年に制定し た自治基

本条例に基づき、「 市政情報の共有」「 市民参画」「 市

民協働」 を 基本原則と し て行政運営を 行っ てき まし

た。

○信頼さ れる 市政の実現を 目指し 、 情報公開制度・ 公

文書管理やコ ンプラ イ アンス（ 法令遵守）・ 内部統制

の推進に取り 組んでき まし た。

○「 市民が必要と する情報」「 市が伝えたい情報」 が安

定的かつ効果的に伝わる広報を展開し てきまし た。

〇広聴の機会を し っ かり と 設け、 市民から の問い合わ

せや相談に質の高い対応ができ る よう 、 取り 組んで

き まし た。

○内部事務の集約化や効率化を 行い、 デジタ ル技術を

積極的に活用し た行政改革の取組を 進める など、 経

営資源の選択と 集中によ る 適正配分に取り 組んでき

まし た。

〇限ら れた経営資源で定員の適正化を 進めつつ、 職員

の能力や意欲の向上、 組織力の強化につながるよう 、

取り 組んでき まし た。

○指定管理者制度によ る サービ ス向上など公民連携の

手法を 取り 入れ、 行政だけでは対応が困難な課題の

解決に、 民間事業者などと 共に取り 組んでき まし た。

6 各分野の政策・ 施策基本計画

持続可能な 行財政運営
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人口減少社会の行政運営

行政サービスのデジタ ル化の推進

新し い時代の人材育成

働き やすい環境の整備と 新し い働き 方

○国や社会全体の動き と 足並みを 揃え、 デジタ ル社会

の実現に向けた取組を 進める など、 人口減少社会に

おいても 持続可能な行政運営を行う 必要があり ます。

〇民間活力の導入や定員の適正化、 組織や施設の運営

体制の見直し を 図る など、 経営資源の選択と 集中を

さ ら に進めるこ と が重要です。

○人口減少の進行やデジタ ル化の進展を 見据え、 市民

サービ スの向上と 業務の効率化を 進める 中で、 時代

に即し た区のあり 方について検討し ていく 必要があ

り ます。

〇社会のデジタ ル化が急速に進む中、 誰一人取り 残さ

れるこ と なく 、 全ての市民がデジタ ル化の恩恵を 享

受できるよう 、 人に優し いデジタ ル化の実現に向け、

取り 組んでいく こ と が求めら れます。

○行政サービスのデジタ ル化にあたっ ては、 デジタ ル

3 原則＊1 に基づき、 市民サービ スの向上と 業務の効

率化を進めるこ と が重要です。

○こ れまでも 、 一人一人が持つ能力を 最大限に発揮で

き、 市民から 信頼さ れる 職員の育成に取り 組んでき

まし た。

〇今後、 さ ら に高度化・ 複雑多様化する 行政課題を 解

決し ていく ため、 性別や障がいの有無に関わら ず、

職員の能力や意欲の向上と それら を 最大限に引き 出

す組織マネジメ ン ト に取り 組み、 組織力の向上と 働

き方改革を一層推進するこ と が重要です。

○人口減少・ 少子高齢化の進行に伴う 高齢期の職員の

働き 方の変化や、 子育て、 介護など個々の事情を 抱

える職員の増加も 見込まれます。

〇職員が能力を 最大限に発揮する ため、 ワーク ・ ラ イ

フ ・ バラ ン スの充実や長時間労働の是正、 多様な働

き方ができる環境の整備が重要です。

＊1  情報通信技術を活用し た行政の推進等に関する法律で定めるデジタ ル化の基本原則のこ と 。 デジタ ルフ ァ ースト （ 個々の手続・ サービスが一貫し

てデジタ ルで完結するこ と ）、 ワンスオンリ ー（ 一度提出し た情報は、 二度提出するこ と を不要と するこ と ）、 コ ネク テッ ド ・ ワンスト ッ プ（ 民間

サービスを含め、 複数の手続・ サービスをワンスト ッ プで実現するこ と ） のこ と 。
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施　 策

施策1 　 市民の視点を大切にし た信頼さ れる市政の推進

○市民の声を し っ かり 聴き と り 、 政策・ 施策に反映さ

せる と と も に、 様々な市政情報を 効果的な発信手段

を 用いて市民へわかり やすく 伝えるこ と で、 政策・

施策の効果を高めていきます。

〇市政情報の公開・ 発信・ 共有は、 市民が市政に参画

する ための基本である こ と から 、 個人情報の保護や

公文書管理条例に基づいた公文書管理を徹底し ます。

〇市民の信頼と 期待に応えら れるよ う 、 職員の市民対

応の質を 向上さ せる など市民の視点を 大切にし た信

頼さ れる市政を推進し ていき ます。

○適正な事務の執行を 確保する ため、 コ ンプラ イ アン

スの徹底、 内部統制制度＊1 によ る 事務ミ スや不正の

発生防止に努めます。

市民の視点を大切にし た信頼さ れる市政の推進1

○持続可能な行財政運営の確立に向け、 経営資源のよ

り 効果的・ 効率的な配分に取り 組みます。

〇新潟市を 取り 巻く 状況を 確実に認識し 、 また、 多様

化する市民ニーズを的確に把握し ます。

〇EBPM ＊2の視点を 取り 入れて、 政策の方向性や事業

の優先順位を 判断し 、 経営資源の選択と 集中につな

げるよう 政策決定プロセスの強化を図り ます。

○人口減少の進行やデジタ ル化の進展を 踏まえ、 事業

のあり 方、 やり 方の見直し など、 内部事務の効率化

を進めます。

〇本庁と 区役所で行う 業務の不断の見直し を 行い、 市

政の重要課題に的確に対応でき る 柔軟な組織体制を

構築し ていき ます。

〇定年延長＊3制度などを 踏まえ、 職員配置の選択と 集

中を強化し 、 更なる定員の適正化を進めます。

○多様化する 市民ニーズや地域の課題解決は、 行政単

独で行う のではなく 、 民間事業者を はじ めと し た多

様な担い手と 互いの強みを 活かし ながら 取り 組んで

いきます。

〇行政の役割を 意識し 、 公民連携を 推進する と と も に

指定管理者制度やPPP手法＊4などの導入を 進め、 民

間の力を取り 入れた市政の推進に取り 組みます。

経営資源の効果的・ 効率的配分1 民間の力を取り 入れた市政の推進2

施策２ 　 人口減少の進行を 踏ま え た経営資源の

　 　 　 　 効果的配分と 民間活力の導入推進

＊1  組織において業務を適切に進めるためのルールや手続きを定め、 組織内のすべての人がそのルールに基づいて業務を行う こ と で、 業務の適正さ を

確保する取組のこ と 。 会社法等に基づき 民間企業には浸透が図ら れており 、 業務の有効性・ 効率性、 財務報告の信頼性、 法令等の遵守、 資産の保

全の4 つが目的と さ れている。

＊2  Ev idence-Based  Po lic y  Ma k in g の略。 政策目的を明確化さ せ、 その目的のため本当に効果が上がる行政手段は何かなど、「 政策の基本的な枠

組み」 を証拠に基づいて明確にするための取組のこ と 。

＊3  地方公務員法の改正により 、 地方公務員の定年を令和5 年4 月1 日から 段階的に引き 上げ、 令和1 3 年度以降に定年を6 5 歳と するも の。

＊4  Pub lic  P r iv a te  Pa rtnersh ip  （ 公民連携） の略。 民間事業者の資金やノ ウハウを活用し て社会資本を整備するほか、 公共サービスの充実を進め

ていく 手法のこ と 。 具体的には、 指定管理者制度、 公設民営、 自治体業務のアウト ソ ーシングなど。
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施策3 　 自治体D X の推進

施策4 　 市政を 支え る 職員育成と 環境整備

○デジタ ル技術の導入自体を 目的にする のではなく 、

市民の視点で 業務のあり 方を 見直すこ と で、 行政

サービ スのデジタ ル化による 市民の利便性向上を 目

指し ます。

〇マイ ナン バーカ ード を 活用し 、 誰も が時間や場所に

制約さ れず、 オンラ イ ンで手続き を 行えるよ う にし

ます。

○行政サービスのデジタ ル化にあたっ ては、 多種多様

なニーズに配慮する と と も に、 全ての市民がデジタ

ル化の恩恵を 享受でき る よう 、 デジタ ルデバイ ド ＊2

対策に取り 組みます。

○高度化・ 複雑多様化する行政課題を 市民の視点で考

え、 解決するこ と ができ る職員を 育成し ます。 また、

急激に変化する経済社会状況や将来起こ り う る 課題

に対応できる職員育成に取り 組みます。

〇性別や障がいの有無に関わら ず、 職員がその能力を

発揮でき る よ う 、 職員研修や人事制度、 職場風土な

どのあら ゆる観点から 組織全体で取り 組みます。

○職員一人一人の能力や意欲を 最大限に引き 出すため

の人材マネジメ ント 機能を強化し ます。

D X
＊1

による行政サービスの利便性の向上1

次代に対応し た職員の育成1

○市民サービスの向上と 業務の効率化を実現するため、

AI＊3、 RPA ＊4などのデジタ ル技術の導入に積極的に

取り 組みます。

○国の進める自治体システムの標準化に着実に取り 組

み、 システム運用の効率化や他の行政機関などと の

システム連携の円滑化を進めます。

〇データ の重要性が増す中、 行政の高度化などに向け

て、 市が保有する データ を 利活用するための環境整

備を進めます。

〇デジタ ル化への取組を よ り 安心で安全なも のにする

ため、 技術的な情報セキュ リ ティ 対策の導入に加え、

職員研修にも 積極的に取り 組みます。

D X によるスマート な行政の実現2

○全ての職員が、 子育てや介護などのラ イ フ ステージ

に合わせて柔軟に働き 続ける こ と ができ る よう 、 職

場環境の整備やテレワーク の導入などを進めます。

○定年が6 5 歳に引き 上げら れる こ と を 踏まえ、 6 0 歳

以降の職員がこ れまで公務において培っ た専門的な

知識、 技術、 経験等を 活かすこ と のでき る 制度を 構

築し ます。

多様な働き 方と 働きやすい環境整備2

採用8年目（ EBPM ） 研修の様子

＊1  Dig ita l Tra nsfo rma tionの略。 データ と デジタ ル技術を活用し て、 顧客や社会のニーズを基に、 製品やサービス、 ビジネスモデルの変革や、 業

務そのも のや、 組織、 プロセス、 企業文化・ 風土を変革するこ と 。

＊2  イ ンタ ーネッ ト やパソ コ ン等の情報通信技術を利用でき る者と できない者と の間に生じ る格差のこ と 。

＊3  Artif ic ia l In te llig ence（ 人工知能） の略。 知的な行為を、 人工的に作ら れた知能で可能にする技術のこ と 。

＊4  パソ コ ン操作などの定型業務を自動化する技術（ Robotic  Process Automa tion )の略称のこ と 。
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政策指標

市政情報の取得満足度

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

4 1 .3 ％
（ 令和4 年度）

4 6 .0 ％
（ 令和8 年度）

5 0 .0 ％
（ 令和1 2 年度）

民間活力導入効果額

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

ー（ ※）
（ 令和4 年度）

1 ,9 8 8 百万円
（ 令和5 年度～
令和8 年度累計）

2 ,1 6 0 百万円
（ 令和5 年度～

令和1 2 年度累計）

仕事に対する職員満足度

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

4 7 .5 ％
（ 令和4 年度）

5 3 .8 ％
（ 令和8 年度）

6 0 .0 ％
（ 令和1 2 年度）

市民の声を し っ かり と 聴く 体制が整っ ていると 思う
市民の割合

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

2 8 .0 ％
（ 令和4 年度）

3 8 .4 ％
（ 令和8 年度）

4 8 .4 ％
（ 令和1 2 年度）

行政サービスのデジタ ル化により 、利便性が向上し た
と 思う 市民の割合

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

3 4 .6 ％
（ 令和4 年度）

4 3 .3 ％
（ 令和8 年度）

5 2 .0 ％
（ 令和1 2 年度）

※令和4 年度を 基準と し 、 そこ から の導入効果額を積み上げし 計上

指標の定義や目標設定の考え方をP2 6 5 ～2 7 8 に記載し ています。
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市政の基礎と なる持続可能な財政運営
2

財政運営

人口減少・ 少子高齢化の急速な進行によ り 、 市税収入の大幅な増加が見通せない状況にあり 、

厳し い財政状況が見込まれる 中、 明る い未来を 切り ひら き 、 必要な投資を 行う ためにも 、 経営資

源の適正配分に向け、 財政基盤強化の取組を 継続し 、 将来世代に過度な負担を 強いる こ と のない

持続可能な財政運営を 推進し ます。

基本的方向

新潟市の現状 / 将来を 見据え た課題

社会・ 経済情勢の変化に対応 基金と 市債残高の状況

○人口減少・ 少子高齢化の進行と 、 社会保障関係費の

増加が見込まれています。 また、 新型コ ロ ナウイ ル

ス感染症によ る 社会や人々の意識・ 価値観の変化を

的確に捉えながら 、 経済社会の再興に取り 組み、 限

ら れた財源を 有効に活用し ながら 、 財政運営を 行っ

ていく 必要があり ます。

○緊急時の財政需要への備えである 基金残高は、 平成

2 9 （ 2 0 1 7 ） 年度末の3 3 億円から 令和3 （ 2 0 2 1 ）

年度末に1 0 7 億円余と なり まし たが、 他政令指定都

市と 比べて市民1 人当たり の基金残高は少額と なっ

ていま す。 引き 続き 行財政改革に取り 組むこ と で、

残高を確保し ていく 必要があり ます。

○他政令指定都市と 比べて市民1 人当たり の市債残高

は多く なっ ています。 将来世代に過度な負担と なら

ないよう 市債残高を縮減し ていく 必要があり ます。

6 各分野の政策・ 施策基本計画
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1 0 0

0

9 7 8

9 3 0
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5 8 3

5 6 1
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4 7 9

3 8 2

3 4 1

3 1 3

一人当たり 市債残高

出典： 新潟市（ 令和3 年度）

一人当たり 積立金残高

出典： 新潟市（ 令和3 年度）
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公共施設の老朽化と 保有面積の状況

イ ン フ ラ 資産の老朽化

持続可能な公共施設と

イ ン フ ラ 資産の維持に向けて

今後見込まれる 財政状況

○公共施設は、 昭和5 0 年代に整備さ れたも のが多く 、

新潟市の建物保有面積の約3 割を 占めており 、 今後

老朽化の進行によ り 維持修繕・ 更新費用の増加が見

込まれていま す。 また、 新潟市における 市民1 人当

たり の公共施設の保有面積（ 公営住宅除く ） は、 政

令指定都市最大と なっ ています。

○少子高齢化の進行による 社会保障費の増大や労働人

口の減少などに伴い、 今後も 厳し い財政状況が予想

さ れ、 既存の施設を 現状の規模で維持修繕・ 更新す

るこ と は困難な状況です。

○道路や上下水道などのイ ン フ ラ 資産は、 高度経済成

長期以降、 整備さ れたも のが多く 、 今後、 整備後5 0

年を 超える 施設が増加するこ と から 、 こ れら 施設の

機能保持のための維持修繕・ 更新費用の増加が見込

まれています。

○公共施設やイ ン フ ラ 資産の老朽化の進行や、 厳し い

財政状況が見込まれる中、 公共施設などを 今後どの

よ う に維持し ていく かが課題と なっ ており 、 そのあ

り 方も 含め、 効率的な管理・ 利活用など経営的・ 中

長期的な視点に基づく 取組が重要です。

○社会保障関係費の増加が見込まれる 一方で、 公債費

は令和5 （ 2 0 2 3 ） 年度にピーク を 迎え、 その後、 減

少する見込みです。

○収支差引金額は、 各年度動き がある も のの一定の範

囲内におさ まっ ており 、 令和8 （ 2 0 2 6 ） 年度にかけ

て安定し た財政運営が可能と 見込まれます。

○臨時財政対策債＊1を 除く 市債残高については、 令和

3 (2 0 2 1 )年度の3 ,7 9 2 億円から 令和8 (2 0 2 6 )年度に

は3 ,3 0 0 億円台まで減少する見込みです。

0

1 0

2 0

3 0

4 0

5 0

R2～H 2 7～H 2 2～H 1 7～H 1 2～H 7～H 2～S6 0～S5 5～S5 0～S4 5～S4 0～S3 5 ~S3 0 ~～S2 9

（ 年）

（ 万㎡）

旧耐震基準（ S5 6 .5 .3 1 以前）：約8 9 万㎡ 新耐震基準（ S5 6 .6 .1 以降）：約1 9 1 万㎡

昭和5 0 年代に

集中し て整備

約7 7 万㎡

建築年別公共施設床面積

出典： 新潟市
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2 .3 5
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2 .1 0
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1 .9 0

1 .8 8

1 .8 7
1 .7 2  

1 .7 1

2 .9 6

人口一人当たり の公共施設延床面積（ 公営住宅を除く ）

政令指定都市比較状況

出典： 総務省　 公共施設状況調経年比較表（ 令和元年度決算）

及び住民基本台帳に基づく 人口、 人口動態及び世帯数調査

（ 令和2 年1 月1 日現在） より 算出

令和5(2 02 3 )年度財政見通し （ 単位： 億円）

出典： 新潟市

＊1  普通交付税の振替財源。 返済に係る費用が地方交付税で措置さ れる。

1,351 1,363 1,377 1,394 1,404

828 821 819 806 792

897 920 896 885 901

258 256 249 205 232

3,977 4,013 3,993 3,950 3,989

904 921 900 930 904

837 839 841 844 846

616 615 620 627 625

390 448 427 382 443

67 68 70 71 72

498 484 492 484 479

3,977 4,023 3,988 3,952 3,976

0 △ 10 5 △ 2 13

95 85 90 88 101

3,656 3,585 3,509 3,397 3,327

2026見込
（R8年度）

2025見込
（R7年度）

2024見込
（R6年度）

2023予算
（R5年度）

地 方 債
（ 臨 時 財 政 対 策 債 を 除 く ）

　歳　　　　入

市 税

地 方 交 付 税
（ 臨 時 財 政 対 策 債 を 含 む ）

区　　　　　分

国 ・ 県 支 出 金

2027見込
（R9年度）

年 度 末 主 要 ３ 基 金 残 高

　年  　 度  　 末 　  市 　  債 　  残 　  高

歳 出 合 計

収 支 差 引

歳 入 合 計

公 債 費

　歳　　　　出

人 件 費

扶 助 費

補 助 費 等 ・ 繰 出 金

投 資 的 経 費

維 持 補 修 費
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施　 策

施策1 　 強固な財政運営の基盤づく り

○地域経済の活性化につながる 施策・ 事業を 重視する

こ と で、 市税収入の増加を 図る と と も に、 広告収入

やふるさ と 納税など歳入の拡大に努め、 安定し た財

政運営に必要な財源の確保を 図り ます。 民間活力の

導入を 含む既存事業の見直し など、 社会情勢の変化

に対応し た行財政改革に継続し て取り 組み、 経営資

源の効果的・ 効率的な配分を 行う と と も に、 安定的

かつ機動的に活用でき る基金残高を 維持・ 確保し ま

す。

歳入・ 歳出両面から の財政基盤強化1
○社会情勢の変化や国の経済対策に機動的に対応し 、

都市機能の強化や拠点性の向上、 施設の長寿命化＊1

など必要な投資を 行いながら も 、 将来世代に過度な

負担と なら ないよう 建設事業費の選択と 集中により、

市債発行を抑制し 、 市債残高の縮減を図り ます。

選択と 集中による市債残高の縮減2

地域経済の活性化に向け、 整備が進む新たな工業用地

（ 小新流通東地区イ メ ージ写真）

3 ,8 9 9

3 ,8 9 0

3 ,9 3 6

3 ,8 6 4

3 ,9 0 7
3 ,8 8 8

3 ,7 9 2

3 ,7 0 4

3 ,6 0 0

3 ,6 5 0

3 ,7 0 0

3 ,7 5 0

3 ,8 0 0

3 ,8 5 0

3 ,9 0 0

3 ,9 5 0

4 ,0 0 0

（ 億円）

R4 見込H 2 7 H 2 8 H 2 9 H 3 0 R1 R2 R3
0

市債残高（ 臨時財政対策債を除く ） の推移

出典： 新潟市

＊1  適切な保全により 公共施設やイ ンフ ラ 資産の健全な状態を可能な限り 長く 維持するこ と 。
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施策2 　 長期的な 視点に 立っ た 財産経営の推進

○将来を 見据えた財産経営を 行っ ていく ため、 地域密

着施設については、 ワーク ショ ッ プなどで丁寧に説

明し 、 地域の理解を 得ながら 、 地域別実行計画＊1の

策定を 進める と と も に、 利用圏域の広い施設につい

ては、 市民と コ ミ ュ ニケーショ ンを 図り ながら 、 再

編案で示し た更新時期などを 目安に、 時代のニーズ

を踏まえながら 施設再編を進めます。

○公共施設の集約や統廃合などを 行う 際に生じ る跡地

は原則売却し 、 財源の確保に努めます。 また、 売却

困難地や公共施設の未利用スペースは、 民間事業者

への貸し 付けを 検討する など財産の有効活用によ る

歳入確保に努めます。

○公共施設の経営改善を 進める こ と で、 その効果を 、

施設の建替えや改修などに必要な費用に充てら れる

よ う 、 また、 他の公共サービ スなどへの原資にも な

るよう 、 施設運営経費の削減に取り 組みます。

施設再編や経営改善1
○効率的で計画的な施設保全を 推進し ていく ため、 公

共施設やイ ン フ ラ 資産の長寿命化、 省エネ設備導入

による 脱炭素化の推進、 ラ イ フ サイ ク ルコ スト ＊2の

削減を図り ます。

○災害時の安心・ 安全を 確保するため、 公共施設の安

全対策を行います。

公共施設やイ ンフ ラ 資産の長寿命化2

地域と の協働による地域別実行計画の策定

（ 葛塚地域でのワーク ショ ッ プ）

公共施設の長寿命化対策実施事例

（ 屋上、 外壁を改修し た横越総合体育館）

イ ンフ ラ 資産の長寿命化対策実施事例

（ 西蒲区山島橋の点検）

＊1  おおむね中学校区を単位と する地域密着施設の再編計画のこ と 。

＊2  公共施設やイ ンフ ラ 資産などの構造物の企画設計段階、 建設段階、 運用管理段階及び解体再利用段階の各段階のコ スト の総計のこ と 。
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政策指標

将来負担比率＊1

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

1 2 4 .0 ％
（ 令和3 年度）

毎年度低減
（ 令和8 年度）

毎年度低減
（ 令和1 2 年度）

公共施設の維持管理運営コ スト ＊2

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

9 1 8 億円
（ 令和2 年度）

8 9 8 億円
（ 令和7 年度）

8 6 1 億円
（ 令和1 1 年度）

●新潟市財産経営推進計画

関連する 主な 分野別計画

＊2  公共施設の維持管理運営コ スト の算出にあたり 、 光熱水費や修繕費等、 支出を構成する一部の費目については、 公表さ れている物価変動指数等を

用い、 中間目標時点まで補正を適用。

＊1 　 …

将来負担額（ 地方債現在高等） － 充当可能財源（ 基金現在高等）

標準財政規模 － 交付税算入公債費等

健全化判断比率の１ つ。 地方公共団体の一般会計等が現在抱えている負債の大き さ を指標化し 、 将来財政を圧迫する可能性の度合いを示すも の。

【 算定式】

指標の定義や目標設定の考え方をP2 6 5 ～2 7 8 に記載し ています。
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多様な主体と の連携・ 協働による新し い価値の創造
3

多様な主体と の連携

市民を はじ め、 民間事業者や団体、 教育機関、 国や県、 他の市町村など、 多様な主体と 連携を

深め、 相互に知恵を 出し 合いながら 協力し 、 お互いにと っ て有益と なる 新たな価値を 一緒に創り

上げていけるよう 、 オール新潟体制で一体と なっ たまちづく り を 進めていき ます。

基本的方向

新潟市の現状 / 将来を 見据え た課題

パート ナーシッ プの重要性

○SDG s
＊1

の考え方が世界的に浸透する 中、 市民の意

識も 変化し ており 、 地域やN PO＊2
にと どまら ず、 民

間事業者や団体でも 社会貢献活動への関心が高まっ

てきています。

○新潟市を 取り 巻く 社会環境が大き く 変化し 様々な課

題が多様化・ 複雑化する中、 こ れまでと 同様の行政

運営手法で は適切に対応する こ と が困難な 状況に

なっ てきています。

○多様な主体と 連携を 深め、 相互に知恵を 出し 合いな

がら 協力し 、 お互いにと っ て有益と なる 新たな価値

を 一緒に創り 上げていける よう 、 オール新潟体制で

一体と な っ たま ち づく り を 進めて いく 重要性が高

まっ ています。

6 各分野の政策・ 施策基本計画

多数の民間事業者と 協力し て開催し ている

フ ード メ ッ セ in  にいがた

民間事業者と 障がい者就労支援施設の連携による

就労体験（ 清掃活動）

@ ALBILEXN IIG ATA@ ALBILEXN IIG ATA

＊1  Susta ina b le  Deve lopment Goa ls（ 持続可能な開発目標） の略。 より よい社会の実現を目指す2 0 3 0 年までの世界共通の目標で、2 0 1 5 年の「 国

連持続可能な開発サミ ッ ト 」 において1 9 3 の加盟国の全会一致により 採択さ れた。 将来世代のこ と を考えた持続可能な世界を実現するための1 7

の目標と 1 6 9 のタ ーゲッ ト から 構成さ れている。

＊2  N on  Pro f it Org an iza tionの略。 非営利組織。 政府・ 自治体や私企業と は独立し た存在と し て， 市民が主体と なっ て社会的な公益活動を行う 組

織・ 団体

持続可能な 行財政運営
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住民自治の推進

○新潟市では、 市民と 行政の「 協働の要」 と し て各区

に区自治協議会＊1 を 設置する と と も に、 協働によ る

まちづく り や地域課題の解決に取り 組んでいただく

地域コ ミ ュ ニティ 協議会＊2を 市全域において結成す

るなど、 市民が市政に主体的に参画し ています。  

○人口減少・ 少子高齢化の進行に伴い、 住民自治の礎

と なる 自治会・ 町内会や地域コ ミ ュ ニティ 協議会に

おける 担い手不足が現在より 更に進む可能性がある

中、 持続可能な住民自治を 実現する ためには、 地域

経営＊3
の視点に基づく 活動内容の検討や、 民間・ 市

民の活動の連携・ 協働を 進める ほか、 地域外人材の

活用などが重要になっ てきます。

国・ 県や他都市と の連携

○拠点性の向上につながる 人流・ 物流ネッ ト ワーク の

強化など、 国や県と の連携のも と 、 プロ ジェ ク ト を

進めてき たほか、 交流人口＊5の拡大、 災害発生時の

救援体制の確立など、 様々な分野で他都市と のネッ

ト ワーク づく り に努めています。

○新型コ ロ ナウイ ルス感染症を き っ かけと し て、 オン

ラ イ ン など新たな手法を 用いた交流が可能と なり ま

し た。 今後も 、 多様な手段を 活用し て一層の連携を

図っ ていく こ と が重要です。

民間事業者などと の連携・ 協力

○多様化する行政課題に対応する ため、 積極的に公民

連携を 進め、 民間事業者の持つ知識やノ ウハウを 市

政に取り 入れると と も に、 様々な分野において民間

事業者と 連携し て取組を進めています。

○市と 民間事業者などが、 様々な分野で連携・ 協力し 、

地域の活性化や市民の満足度向上につなげる包括連

携協定＊4
の数は年々増加し ています。

新潟広域都市圏＊6 における 連携促進

○人口減少の進行を 見据え、 市町村単位でのフ ルセッ

ト 主義＊7ではなく 、 市町村間の広域的な連携を 深め

ていく 中で、 行政サービスを 効率的に提供し ていく

必要性が高まっ たこ と から 、 近隣市町村と 連携協約

を 締結する と と も に、 新潟広域都市圏ビジョ ンを 策

定し 、 様々な分野で連携を進めています。

○将来にわたっ て住民が安心し て快適に暮ら せるよう 、

経済的な一体性を有する圏域単位での政策を構築し、

各市町村の強みを 発揮し ながら 圏域全体が継続的に

成長し ていく こ と が求めら れます。

区自治協議会全体会議の様子（ 中央区）

新潟広域都市圏（ 令和4 （ 2 02 2） 年5月現在）

構成市町村（ 1 2 市町村）

　 ・ 新潟市

　 ・ 三条市

　 ・ 新発田市

　 ・ 加茂市

　 ・ 燕市

　 ・ 五泉市

　 ・ 阿賀野市

　 ・ 胎内市

　 ・ 聖籠町

　 ・ 弥彦村

　 ・ 田上町

　 ・ 阿賀町

＊1  市民自治の推進を図るために、 区民等と 市をつなぐ 「 協働の要」 と し て平成1 9 （ 2 0 0 7 ） 年度に各区に設置さ れた市長の附属機関のこ と 。

＊2  市民と 市が協働し て、 地域のまちづく り やその他の諸課題に取り 組み市民自治の推進を図るため、 おおむね小学校区を基本単位と し て、 自治会・

町内会を中心に様々な団体等で構成さ れた組織のこ と 。

＊3  地域の課題解決や魅力向上などの目的達成に向け、 多様な主体が連携し さ まざまな地域資源を活用し ながら 、 持続可能な方法で取り 組むこ と 。

＊4  新潟市と 企業・ 団体が相互に緊密な連携を図り 、 双方の資源を有効に活用し た協働により 、 地域の活性化及び市民サービスの向上を実現するため

の協定のこ と 。

＊5  観光目的やビジネス目的などでその地域を訪れる人々のこ と 。

＊6  国の連携中枢都市圏構想に基づき、新潟市を連携中枢都市と し て、新潟市への通勤通学割合が5 % 以上の三条市、新発田市、加茂市、燕市、五泉市、

阿賀野市、 胎内市、 聖籠町、 弥彦村、 田上町、 阿賀町に新潟市を加えた1 2 市町村の圏域のこ と （ 令和4 （ 2 0 2 2 ） 年5 月現在）。

＊7  文化、 教育、 福祉などの様々な行政サービスについて、 単独の自治体が全ての行政サービスを提供すると と も に、 サービス提供に必要な施設等に

ついて、 整備、 保有し ていく こ と 。
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施　 策

施策1 　 S D Gs を共通言語と し た連携の推進

○経済・ 社会・ 環境の三側面の調和など、 SDG sの基

本的な考え方を 意識すると と も に、 将来を 担う 世代

の思いを 大切にし ながら 、 各分野の政策・ 施策を 推

進し ます。

○SDG s未来都市＊1 に選定さ れたこ と を 契機に、 各分

野の政策・ 施策を 推進する にあたり 、 SDG sを 共通

言語と し て市民・ 民間事業者・ 国・ 県・ 他市町村な

ど、 多様な主体と パート ナーシッ プを 築いていく と

と も に、 SDGsの普及啓発にも 努めていき ます。

S D G s を共通言語と し た連携の推進1 民間事業者によるSD G s出前授業

施策2 　 多様な主体と の連携・ 協働による新し い価値の創造

○市民・ 地域と の協働によ り 住民自治の推進を 図る

「 協働の要」 と し て各区に設置さ れた区自治協議会

が、 さ ら に充実し た活動を 展開でき る よう 支援し ま

す。

○区自治協議会が、 よ り 地域課題に取り 組みやすく す

る ため、 住民ニーズの把握方法や解決に向けた検討

方法に工夫を 重ね、 協働の仕組みに磨き を かけてい

き ます。

市民・ 地域と 進める住民自治1
○自治会・ 町内会、 地域コ ミ ュ ニティ 協議会などの地

域団体や、 様々な分野で公益活動を展開するN POな

ど各種市民団体と 連携し た取組を推進し ます。

○地域団体、 市民団体同士の交流を 促進し 、 様々な団

体の協働によ る コ ミ ュ ニティ ビ ジネス ＊2など、 市民

活動全体の活性化を図り ます。

地域団体・ 市民団体と の連携2

区自治協議会の全体委員研修

市民団体同士の交流促進を図る「 つなぐ 交流会」

（ 市民活動支援センタ ー）

＊1  SDGsの達成に向け、 優れた取組を政府に提案し 、 選定さ れた地方自治体のこ と 。

＊2  一人暮ら し 高齢者へ配食サービスを提供し ながら 見守り も 行う など、 市民が主体と なり 様々な地域課題の解決にビジネスの手法で取り 組むも の。
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○包括連携協定に基づく 取組のほか、 様々な分野で民

間事業者などと 公民連携によ る 地域の課題解決を 推

進し ます。

○大学など教育機関と 連携し 、 互いの資源や研究成果

を 共有する など交流を 深め、 教育機関の英知を 活か

し た施策展開や、 地域と の連携につなげる こ と で、

質の高いまちづく り を進めます。

民間事業者や教育機関の力を結集3
○持続可能な広域的で効率的な行政サービスの提供や、

圏域全体の経済活性化を 目指し 、 新潟広域都市圏の

取組を 一層推進し 、 広域的な圏域マネジメ ン ト 体制

を充実し ます。

新潟広域都市圏における連携促進5

○国や県と 緊密に連携し 、 広域交通ネッ ト ワーク の強

化を はじ めと し た拠点化プロ ジェ ク ト などの重要施

策を進めていきます。

○防災や観光、 経済など様々な分野で交流を 深めてき

た都市を はじ め、 県内外の市町村と 更なる 連携を 進

めていき ます。

○国や県に対し 、 必要な提言・ 要望を 行い、 協議を 進

め、 地方分権・ 地方創生＊1につなげていき ます。

国・ 県・ 他都市と の連携4

政策指標

●新潟市SDGs未来都市計画

関連する 主な 分野別計画

S D G s の達成に向けて具体的に取り 組んでいる
市民の割合

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

2 0 .0 ％
（ 令和4 年度）

3 7 .5 ％
（ 令和8 年度）

5 5 .0 ％
（ 令和1 2 年度）

新潟広域都市圏構成市町村と の連携数

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

4 8 件
（ 令和4 年度）

5 0 件
（ 令和8 年度）

5 5 件
（ 令和1 2 年度）

地域団体、民間事業者、学校など多様な主体と の
協働数（ 全体・ う ち区役所が進めた取組数）

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

全体
6 4 4 件

う ち 区役所
1 9 6 件

（ 令和3 年度）

全体
1 ,0 0 0 件

う ち区役所
3 0 0 件

（ 令和8 年度）

全体
1 ,3 0 0 件

う ち 区役所
4 0 0 件

（ 令和1 2 年度）

●新潟広域都市圏ビジョ ン

＊1  東京圏への人口の過度の集中を是正し 、 それぞれの地域で住みよい環境を確保し て、 将来にわたっ て活力ある日本社会を維持するこ と を目的と し

た政策や取組のこ と 。

指標の定義や目標設定の考え方をP2 6 5 ～2 7 8 に記載し ています。
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